
年 月 日

　　　の修正申告書の提出による。

　　　の更正・決定・再更正による。

)

兆 十億 百万 千 円

十億 百万 千 円

十億 百万 千 円

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

人 人

㉓ 人 ㉔ ㉕

人 円

0 0

0 0

 税額控除超過額相当額の加算額 ⑧

還 付 請 求 税 額

⑯

0

残余財産の最後の分
配又は引渡しの日

支店還 付 を 受 け よ う と
す る 金 融 機 関
及 び 支 払 方 法

0 0

0

0

法人税の期末現在の資本金等の額

こ の 申 告 が

中 間 申 告 の

場 合 の 計 算 期 間

0

銀行

0

 ２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における課税
 標準となる法人税額及びその法人税割額
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